
別紙

委託業務処理要領

北海道警察学校衛生設備等保守管理業務については、次の法令等に基づき実施するもの

であり、業務を処理するための作業は、下記の要領によるものとする。

⑴ 『建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則 （昭和46年１月21日厚』

生省令第２号）

⑵ 『水道法施行規則 （昭和32年12月14日厚生省令第45号）』

⑶ 『札幌市簡易専用水道指導要領 （平成７年10月１日）』

記

１ 業務場所

札幌市南区真駒内南町５丁目１番７号 北海道警察学校

２ 業務内容及び実施時期

業務内容 実施時期

建築物環境衛生管理技術者業務 毎月

排水設備清掃業務 ４月、10月

定期水質検査業務 ８月、２月

ねずみ昆虫等防除業務 ７月、１月

貯水槽及び貯湯槽設備清掃業務 ５月

簡易専用水道の管理検査業務 ６月

空気環境測定業務 ５月、７月、９月、11月、１月、３月

３ 各業務内容

⑴ 建築物環境衛生管理技術者業務

業務内容詳細は、別紙１のとおり

⑵ 排水設備清掃業務

別表１「排水設備一覧表」に基づいて行うこと。

業務内容詳細は、別紙２のとおり

⑶ 定期水質検査業務

別表２「水質検査項目及び水質基準表」に基づいて行うこと。

業務内容詳細は、別紙３のとおり

⑷ ねずみ昆虫等防除業務

別表３「ねずみ昆虫等防除業務対象面積一覧表」に基づいて行うこと。

業務内容詳細は、別紙４のとおり

⑸ 貯水槽及び貯湯槽設備清掃業務

別表４「貯水槽及び貯湯槽設備一覧表」に基づいて行うこと。

業務内容詳細は、別紙５のとおり

⑹ 簡易専用水道の管理検査業務

業務内容詳細は、別紙６のとおり



⑺ 空気環境測定業務

業務内容詳細は、別紙７のとおり

４ 業務処理責任者等

⑴ 業務処理責任者は 「建築物環境衛生管理技術者」の資格を有する者とする。、

⑵ 排水設備清掃における業務担当技術者は 「排水管清掃作業監督者」の資格を有す、

るものとする。

⑶ 貯水槽及び貯湯槽設備清掃における業務担当技術者は 「貯水槽清掃作業監督者」、

の資格を有するものとする。

５ 報告

受託者は、各月の作業完了後、別紙13「衛生設備等保守管理業務完了通知書」に、下

記に指定する各業務にかかる報告書類を添付し、委託者に翌月速やかに（３月分は３月

31日）提出すること。

⑴ 建築物環境衛生管理技術者業務については、毎月、別紙14「建築物環境衛生確認実

施報告書」を添付すること。

⑵ 排水設備清掃については、別紙15「排水設備清掃報告書」に、清掃実施状況がわか

る写真を１部添付すること。

⑶ 定期水質検査については、別紙16「飲料水・雑用水水質検査結果報告書」に、水質

検査員が記名・押印したものを添付すること。

⑷ ねずみ昆虫等防除業務については、一斉防除終了ごとに、別紙17「ねずみ昆虫等点

検表」を添付すること。

⑸ 貯水槽及び貯湯槽清掃については、各貯水槽及び貯湯槽ごとに、別紙19「貯水槽及

び貯湯槽設備清掃・点検結果報告書」に、清掃実施状況がわかる写真を１部添付する

こと。

⑹ 空気環境測定業務については、測定月における業務終了ごとに、別紙20－１「空気

環境測定記録票」を添付すること。９月実施分については別添20－２「空気環境測定

記録票」を添付すること。



別紙１

建築物環境衛生管理技術者業務

１ 対象建物

北海道警察学校（本館・渡り廊下・講堂・南寮１階）

２ 業務内容

建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づく、建築物環境衛生管理技術者

の免状を有する者のうちから、建築物環境衛生管理技術者を選定し、書面にて委託者に

通知するものとする。

なお、当該選定を行うに当たっては、原則として同時に他の特定建築物の建築物環境

衛生管理技術者とならないようにしなければならない。ただし、建築物の衛生的環境の

確保に関する法律施行規則第５条第２項に該当するときは、その限りではない。

また、対象建物の維持管理が建築物環境衛生管理基準上適正に行われるよう、委託者

が委託業務等により行う建築物の環境衛生管理に係る下記業務の結果を確認し、監督す

るものとする。

⑴ 給水、排水、貯水槽管理

⑵ 清掃

⑶ ねずみ・昆虫

⑷ 空気環境

３ 業務予定について

毎月、業務実施前に業務担当員と協議すること。



別紙２

排水設備清掃業務

１ 各作業共、庁舎等及び施設に加工することなく、既存のまま行うものとする。

２ 各作業に要する洗浄用補給水、作業用電力は、委託者の負担とする。

３ 各作業に必要な機械・器具（高圧洗浄機、電動ワイヤー（中型・小型 、ウォーター）

ラム、排水ポンプ、その他必要な機械等 、溶解剤類（尿石、雑排水、油脂 、消毒・消） ）

臭用薬剤及び消耗品は、受託者の負担とする。

４ 各作業時間は、委託者の承認を得た工程によるものとする。

５ 特許使用、危険負担等は、受託者の責任において処理するものとする。

６ 受託者は、次により作業を管理するものとする。

⑴ 現場の状況及び周囲を確認（特に床、排水等）する。

⑵ 別紙８「作業予定表」を作成し提出する。

⑶ 火気、電気を確認する。

⑷ 漏水、機器動作確認及び調整等を行う。

７ 清掃作業後、清掃箇所及び付近の片付け・清掃を行うものとする。

８ 屋内雑排水管及び汚水管の清掃

各フロアの掃除口・排水口より高圧洗浄ノズルを挿入し、管内を高圧洗浄する。

（洗浄圧力40～100kg/㎠、吐出量25～60ℓ/min）

９ 電動式ワイヤーにより屋内雑排水管及び汚水管を清掃する。

⑴ 中型電動式ワイヤー：ワイヤー径 10～12m/m 20m巻 (100V)

⑵ 小型電動式ワイヤー：ワイヤー径 ５～７m/m ７m巻 (100V)

10 大便器及び枝管の清掃

大便器内に水を流しながら排水口よりウォーターラムを用いて便器及び枝管内を清掃

する。また、必要がある時は電動式ワイヤー、その他必要な機械を用いて清掃を行う。

11 小便器及び枝管の清掃

⑴ 脱着トラップ型便器については、トラップの尿石等を除去・清掃した後、排水口よ

り高圧洗浄ノズルを挿入し、便器及び枝管内を高圧洗浄する。

⑵ Ｕトラップ型便器については、トラップ内封入水をウォーターラムにて排水し、尿

石溶解剤を注入し、溶解後水を流しながらウォーターラムを用いて便器及び枝管内を

清掃する。ただし、必要があるときは便器を取り外し、電動式ワイヤーで清掃又は高

圧洗浄を行う。

12 洗面器、汚物流し、手洗器及び掃除用流しの清掃

排水口より雑排水溶解剤を投入し、雑排水管及びトラップのスケール等を溶解後、水

を流しながらウォーターラムを用いて清掃する。ただし、必要があるときは電動式ワイ

ヤーで清掃又は高圧洗浄を行う。



13 給湯室流しの清掃

流しシンクトラップの内部を水又は雑排水溶解剤で清掃し、排水口より管内を高圧洗

浄する。ただし、必要があるときは洗浄水を流しながら電動式ワイヤーを用いて清掃を

行う。

14 実験用流しの清掃

、 。ベルトラップの内部を水又は雑排水溶解剤で清掃し 排水口より管内を高圧洗浄する

ただし、必要があるときは洗浄水を流しながら電動式ワイヤーを用いて清掃を行う。

15 厨房流しの清掃

流しの排水口より高圧洗浄ノズルを挿入し、管内を高圧洗浄する。又、排水側溝内も

高圧洗浄する。ただし、必要があるときは洗浄水を流しながら電動式ワイヤーを用いて

清掃を行う。

16 グリーストラップの清掃

⑴ 槽内を排水口より高圧洗浄ノズルを挿入し、洗浄する。

⑵ 槽内を消毒及び消臭し、水を注入する。

17 ルーフドレン管及び金物の清掃

⑴ ルーフドレン金物に付着しているゴミ、泥等を除去する。

⑵ ルーフドレン金物の目皿、ストレーナー等を取り外し、ルーフドレン金物全体を水

で清掃する。

⑶ ルーフドレン口より管内を高圧洗浄する。ただし、必要があるときは洗浄水を流し

ながら電動式ワイヤーを用いて清掃を行う。

18 床排水金物及び枝管の清掃

床排水金物トラップの内部を水又は雑排水溶解剤で清掃し、排水口より管内を高圧洗

浄する。ただし、必要があるときは洗浄水を流しながら電動式ワイヤーを用いて清掃を

行う。

19 屋外排水管及び排水桝の清掃

⑴ 排水桝より庁舎床下雑排水管・汚水管及びルーフドレン管を高圧洗浄する。

（洗浄圧力40～100kg/㎠、吐出量25～60ℓ/min）

、 。ただし 必要があるときは洗浄水を流しながら電動式ワイヤーを用いて清掃を行う

⑵ 排水桝の間隔毎に管内を高圧洗浄する。

（洗浄圧力100～200kg/㎠、吐出量100～200ℓ/min）

⑶ 排水桝内を高圧洗浄し、消毒及び消臭する。

（消毒・消臭材は、アルコール系の薬品を使用すること ）。



別紙３

定期水質検査業務

１ 検査の実施にあたっては、あらかじめ別紙９「作業予定表」を作成し提出すること。

２ 採水場所（末端給水栓）

建物名称 系統名 採水箇所・区分

飲料水 ４階男性用便所（冷水）
本館

雑用水 ４階雑用水栓（冷水）

生徒寮（南寮） 飲料水 ５階洗面室（冷水及び温水）

生徒寮（北寮） 飲料水 ３階洗面室（冷水及び温水）

術科棟 雑用水 散水栓（冷水）

３ 採水方法

末端給水栓を全開にし、十分に流水後採水すること。

４ 採水容器等

採水専用の容器とし、塩素で容器の内外（蓋も含む）を十分消毒し、採水箇所で水洗

いし使用する。

５ 留意事項

ア 採水者は、保護具として保護マスク、ゴム手袋等を使用すること。

イ 採水した容器をアルミ箔等で包み、温度変化に十分留意すること。



別紙４

ねずみ昆虫等防除業務

１ 業務対象建物

北海道警察学校（本館・渡り廊下・講堂・南寮１階）

２ 作業予定表の提出

業務の実施にあたっては、あらかじめ別紙10「作業予定表」を作成し提出すること。

３ 業務内容

⑴ 現在棲息している、ねずみ昆虫等の徹底的駆除

⑵ 忌避剤等による、ねずみ昆虫等の棲息の防止

⑶ ねずみ昆虫等による被害物の消毒

⑷ ねずみ昆虫等の棲息防止に係る設備等の改善等の助言

４ 駆除方法

⑴ 一斉防除

建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則第４条の５第２項に基づ

き、対象建物の一斉点検・調査を２人以上の業務従事者で行い、必要に応じて殺虫剤

・忌避剤・殺鼠剤等の散布を実施すること。

⑵ 一斉防除以外の期間に委託者がねずみ昆虫等の棲息を認めた場合には、受託者は遅

延なく駆除の措置をとること。

⑶ 薬剤使用に当たっては、予定数量を必ず使用しなければならないものではなく、ね

ずみ昆虫等の棲息、活動状況を総合的に検討したうえで必要量を使用すること。

５ 使用器材及び薬剤等

（ 「 」 。） 、本作業に使用する器材及び薬剤等 別紙18 薬剤等消耗品内訳 を含む について

一切受託者の負担とし、その使用に当たっては次の事項に注意すること。

⑴ 器材の使用に当たっては、庁舎施設及び物品等を損傷させないこと。

⑵ 薬剤は、薬事法上の承認を受けたものを用いること。

⑶ 薬剤の容器、被包等に記載された「用法・用量」及び「使用上の注意」を遵守する

こと。



別紙５

貯水槽及び貯湯槽設備清掃業務

１ 業務の実施にあたっては、あらかじめ別紙11「作業予定表」を作成し提出すること。

２ 清掃作業

ア 水槽内の沈殿物質、浮遊物質、壁面等に付着した物資を除去し洗浄する。

イ 洗浄に用いた水は、完全に水槽外に排除するとともに、水槽周辺の清掃を行う。

ウ 清掃終了後、水道引込管内の停滞水や管内のもらいさび等が水槽内に流入しないよ

うにする。

３ 消毒作業

ア 内部清掃後、水槽内全体を50～100mg/ℓの有効塩素消毒液にて２回消毒を行う。

１回目の消毒後、30分放置し、２回目の消毒後は水槽内に立ち入らないこと。

イ 消毒は、水槽内の全壁面、床及び天井の下面について、消毒薬と高圧洗浄機を使用

して噴霧により吹付けるか、ブラシ等を使用して行う。

ウ 消毒に用いた排水は、完全に水槽外に排除する。

４ 清掃後の水洗い及び水槽内への注水は、消毒後30分経過してから行う。

５ 測定・検査・点検作業

水張り終了後、各貯水（湯）槽の水について、残留塩素の測定及び色、濁り、味等の

簡易な水質検査並びに付属機器等の点検を行うこと。

なお、貯湯槽については、点検時にマンホールのパッキンを交換すること。

６ 留意事項

使用機械、機材は貯水（湯）槽清掃の専用のものとする。また、作業実施前に作業衣

及び使用機材等を消毒すること （有効塩素消毒液濃度50～100mg/ℓ）。



別紙６

簡易専用水道の管理検査業務

水道法第34条の２第２項及び水道法施行規則第56条第１項（１年以内ごとに１回）の規

定に基づいて、下記に掲げる施設における受水槽の管理状況について、地方公共団体の機

関又は、厚生労働大臣の指定する者の簡易専用水道管理検査を受け、検査結果書を提出す

ること。

なお、検査に要する手数料は、受託者の負担とする。

記

簡易専用水道の管理検査実施施設

・本館

・生徒寮

検査の方法は、水道法施行規則第56条第２項の規定により、書類検査とする。



別紙７

空気環境測定業務

１ 業務対象建物

北海道警察学校本館

２ 作業予定表の提出

業務の実施にあたっては、あらかじめ別紙12「作業予定表」を作成し提出すること。

３ 業務内容及び実施方法

建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行令第２条による測定項目

⑴ 浮遊粉じん量

グラスファイバーろ紙（0.3㎛のステアリン酸粒子を99.9％以上補修する性能を

有するものに限る）を装着して相対沈降径がおおむね10㎛以下の浮遊粉じんを重量

法により測定する機器又は厚生労働大臣の登録を受けた者により当該機器を標準と

して較正された機器を用いて行う。

⑵ 一酸化炭素の含有率

検知管方式による一酸化炭素検定器を用いて行う。

⑶ 二酸化炭素の含有率

検知管方式による二酸化炭素検知器を用いて行う。

⑷ 温度

0.5度目盛の温度計を用いて行う。

⑸ 相対湿度

0.5度目盛の乾湿球湿度計を用いて行う。

⑹ 気流

0.2m/秒以上の気流を測定することのできる風速計を用いて行う。

⑺ ホルムアルデヒドの量（９月のみ実施）

２・４－ジニトロフェニルヒドラジン捕集－高速液体クロマトグラフ法により測

定する機器、４－アミノ－３－ヒドラジノ－５－メルカプト－１・２・４－トリア

ゾール法により測定する機器又は厚生労働大臣が別に指定する測定器を用いて行う。

なお、上記⑴から⑹までの測定器については、これと同程度以上の性能を有する

測定器を用いて行うことができるものとする。

４ 測定個所

18か所（別紙20－１「空気環境測定記録票」及び別紙20－２「空気環境測定記録票」

のとおり）

５ 測定回数

２月以内に１回（５月・７月・９月・11月・１月・３月）とする。

６ 測定時間

１日に概ね始業１時間後から午前中１回及び午後１回行い、終業１時間前までに測定

を終了すること。

７ 測定位置

居室の中央部の床上75㎝以上150㎝以下の高さで測定すること。

８ その他留意事項

測定項目のうち、浮遊粉じんの量、一酸化炭素及び二酸化炭素の含有率は、当日測定

した２回分の測定値の平均を算出すること。

９ 使用器材及び消耗品

本作業に使用する器材及び検知管等の消耗品については、一切受託者の負担とする。


